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税務訴訟資料 第２７２号（順号１３６８３） 

 

 東京高等裁判所 令和●●年（○○）第●●号 法人税更正処分等取消請求控訴事件 

 国側当事者・国（麹町税務署長） 

 令和４年３月１０日認容・上告受理申立て 

 （第一審・東京地方裁判所・平成●●年（○○）第●●号、令和３年３月１６日判決、本資料２７

１号－４１・順号１３５４３） 

 

    判    決 

 控訴人         株式会社Ｄ 

 同代表者代表取締役   甲 

 同訴訟代理人弁護士   田路 至弘 

 同           佐藤 修二 

 同           松田 章良 

 同           浜崎 祐紀 

 同           堀 優夏 

 同           松橋 翔 

 同           野口 大資 

 被控訴人        国 

 同代表者法務大臣    古川 禎久 

 処分行政庁       麹町税務署長 

             青木 幸弘 

 同指定代理人      髙橋 紀子 

 同           今西 貴洋 

 同           若狭 圭悟 

 同           平山 陽子 

 同           海老澤 祐維 

 同           小埜寺 信哉 

 

    主    文 

 １ 原判決を取り消す。 

 ２ 麹町税務署長が控訴人に対し平成２９年１１月７日付けでした平成２７年４月１日から平成２

８年３月３１日までの事業年度の法人税に係る更正処分（ただし、令和元年７月２９日付け減額

更正による一部減額後のもの）のうち所得の金額４９３５億１５５７万９７４２円を超える部分

及び納付すべき法人税額６２８億８６２８万７０００円を超える部分並びに上記更正処分に伴う

過少申告加算税の賦課決定処分（ただし、同日付け変更決定による一部減額後のもの）をいずれ

も取り消す。 

 ３ 麹町税務署長が控訴人に対し平成２９年１１月７日付けでした平成２７年４月１日から平成２

８年３月３１日までの課税事業年度の地方法人税に係る更正処分（ただし、令和元年７月２９日

付け減額更正による一部減額後のもの）のうち課税標準法人税額１１７７億８８７３万３０００
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円を超える部分及び納付すべき地方法人税額３８億２７８３万９６００円を超える部分並びに上

記更正処分に伴う過少申告加算税の賦課決定処分（ただし、同日付け変更決定による一部減額後

のもの）をいずれも取り消す。 

 ４ 本件訴えのうち麹町税務署長が控訴人に対し令和３年４月２６日付けでした法人税及び地方法

人税に係る各更正の請求に対する更正をすべき理由がない旨の各通知処分の取消しを求める部分

を却下する。 

 ５ 訴訟費用は、第１、２審とも被控訴人の負担とする。 

 

    事実及び理由 

 第１ 控訴の趣旨 

  １ 主文１項ないし３項と同旨（２項及び３項については、当審において、原判決「事実及び理

由」第１の１及び２の請求から上記のとおりに請求を拡張した。） 

  ２ 麹町税務署長が控訴人に対し令和３年４月２６日付けでした控訴人の平成２７年４月１日か

ら平成２８年３月３１日までの事業年度の法人税に係る更正の請求に対する更正をすべき理

由がない旨の通知処分を取り消す（当審における追加請求）。 

  ３ 麹町税務署長が控訴人に対し令和３年４月２６日付けでした控訴人の平成２７年４月１日か

ら平成２８年３月３１日までの課税事業年度の地方法人税に係る更正の請求に対する更正を

すべき理由がない旨の通知処分を取り消す（当審における追加請求）。 

 第２ 事案の概要 

  １ 事案の要旨 

    本件事案の要旨は、原判決３頁２２行目の「本件各処分」を「本件各更正処分」と改め、同

２３行目末尾に行を改めて以下のとおり加えるほかは、原判決「事実及び理由」第２の１に

記載のとおりであるから、これを引用する。 

   「 原審が控訴人の請求をいずれも棄却したところ、控訴人がこれを不服として控訴した。控

訴人は、上記申告額を超えない部分の取消しを求めて令和３年１月２７日付けで処分行政庁

（麹町税務署長）に対し、各更正の請求（以下「本件各更正の請求」という。）を行ったが、

処分行政庁から本件各更正の請求に対する更正をすべき理由がない旨の各通知処分（以下

「本件各通知処分」という。）を受けたため、前記「第１ 控訴の趣旨」のとおり、当審に

おいて、本件各通知処分の取消しを求める訴えを追加し、また、本件各更正処分の取消請求

を拡張した。」 

  ２ 関係法令の定め、前提事実、争点及び当事者の主張の要旨 

  （１）関係法令の定め、前提事実、争点及び当事者の主張の要旨は、以下のとおり補正し、後記

（２）に控訴人の当審における追加請求及び拡張請求に係る主張を加えるほかは、原判決

「事実及び理由」第２の２ないし４に記載のとおりであるから、これを引用する。 

    ア ４頁２行目の「第１項は、」の次に「同項各号に掲げる」を加える。 

    イ ５頁４行目の「よるものと」の次に「され、内国法人が同法６６条の６第１項各号に掲

げる法人に該当するかどうかの判定は、これらの法人に係る外国関係会社の各事業年度終

了の時の現況によるものと」を加える。 

    ウ ６頁１５行目の「適用対象留保金額（」の次に「その未処分所得の金額から留保したも

のとして所定の調整を加えた金額。」を加え、同１６行目の「における」を「において、
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計算方法が変更された上で定められた」と、同１７行目の「という。」を「ということが

ある。ただし、単なる名称の変更ではなく、計算方法が変更されているため、後記「第３ 

当裁判所の判断」においては、両者を区別して記載する。」と、同２４行目の「における」

を「において、計算方法が変更された上で定められた」と、同２５行目の「という。」を

「ということがある。ただし、単なる名称の変更ではなく、計算方法が変更されているた

め、後記「第３ 当裁判所の判断」においては、両者を区別して記載する。」とそれぞれ

改める。 

    エ ９頁２０行目の「保有」から同２２行目の「本件各子ＳＰＣは、」までを「保有してお

り、本件各子ＳＰＣは、」と改め、同２５行目の「関係法令（１）」の次に「ア、」を加え

る。 

    オ １３頁１０行目末尾に行を改めて以下のとおり加える。 

    「 上記の持株ＳＰＣに対するＦ優先出資証券に係る配当可能金額１５２億９６００万円は、

期末時点における確定未払の配当額７６億４８００万円のみならず、期中において配当実

施済みの７６億４８００万円をも合算した額（措置法施行令３９条の１６第２項１号の

「その総額」もこれを前提として算定）であり、事業年度終了の時に請求権の内容等が異

なる株式等を発行している場合に該当するとしてされた上記算定方法が麹町税務署長によ

って問題とされたことはない（控訴人令和３年９月３日付け求釈明事項に対する回答書１

１頁、被控訴人の当審準備書面（１）１１頁）。」 

    カ １４頁２行目末尾に行を改めて以下のとおり加える。 

    「 上記の持株ＳＰＣに対するＥ優先出資証券に係る配当可能金額１６億７３００万円は、

期末時点における確定未払の配当額８億３６５０万円のみならず、期中において配当実施

済みの８億３６５０万円をも合算した額（措置法施行令３９条の１６第２項１号の「その

総額」もこれを前提として算定）であり、事業年度終了の時に請求権の内容等が異なる株

式等を発行している場合に該当するとしてされた上記算定方法が麹町税務署長によって問

題とされたことはない（控訴人令和３年９月３日付け求釈明事項に対する回答書１２頁、

被控訴人の当審準備書面（１）１１頁）。」 

    キ １７頁１５行目末尾に行を改めて以下のとおり加える。 

    「キ 控訴人は、原審段階では、本件各更正処分のうち、本件修正申告における申告額を超

える部分の取消しを求めていたところ、上記申告額を超えない部分の取消しを求めるた

め、令和３年１月２７日付けで麹町税務署長に対し、本件各子ＳＰＣに係る課税対象金

額の益金算入額が０円であるという本件訴訟における控訴人の主張と同様の理由により、

当審における拡張後の本件各更正処分の取消請求と同内容の更正の請求（本件各更正の

請求）を行った。これに対して、麹町税務署長は、控訴人に対し、同年４月２６日付け

で本件訴訟における被控訴人の主張と同様の理由により、上記更正の請求に対する更正

をすべき理由がない旨の各通知処分（本件各通知処分）を行った。控訴人は、同年５月

３１日付けで国税不服審判所長に対し、本件各通知処分の取消しを求める審査請求を行

った。（以上につき、甲１９ないし２２） 

       控訴人は、当審において、本件各通知処分の取消しを求める訴えを追加し（同年９月

１０日付け訴えの変更申立書（５））、また、本件各更正処分の取消請求を拡張した（同

年１１月２日付け訴えの変更申立書（６）。顕著な事実）。」 
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    ク １７頁２３行目の別紙４についての補正 

    （ア）４３頁１７行目末尾に行を改めて以下のとおり加える。 

     「 平成１７年税制改正は、期末に配当されずに内部留保された利益に対して期末に請求

権を有する株主について、適切に課税を行うためにされた改正であるから、特定外国子

会社等が期末に請求権の内容が異なる株式等を発行していない場合には、内国法人は、

期末における持株割合という支配力に応じて課税を受けることが相当であり、控訴人の

上記主張は理由がない。」 

    （イ）４７頁７行目末尾に行を改めて以下のとおり加える。 

     「 そして、同号括弧書の「当該外国法人の発行済株式等に、当該内国法人が当該請求権

に基づき受けることができる・・・剰余金の配当等・・・の額がその総額のうちに占め

る割合を乗じて計算した数又は金額」における「剰余金の配当等」について、当該事業

年度における適用対象金額と合理的に関連性のある剰余金の配当等によるべきであり、

本件においては、当該事業年度中に具体的に配当請求権の確定した（実際に支払われた）

剰余金の配当等の金額によるべきである。すなわち、課税対象金額の「計算の適正化」

の観点から、「内国法人が特定外国子会社等から実際に受領できる配当等の金額に相当

する金額」（甲９・３０２頁）をベースに課税対象金額を計算する以上、当該内国法人

が実際に受領することができなかった期中の配当も踏まえて請求権勘案保有株式等の計

算を行うべきである。また、そもそも「剰余金の配当等・・・の額」は、ストック（事

業年度終了の時における残高）ではなく、フロー（ある事業年度に生じた金額）の概念

であるから、事業年度終了の時という一時点で捉えるべきものではなく、一定期間で把

握されるべきものである。さらに、タックス・ヘイブン対策税制は、当該各事業年度の

課税対象金額の合算を問題とするものであるから、少なくとも課税対象金額（適用対象

金額）の基礎となった当期の利益（又はそれが留保された剰余金）から配当が行われて

いるという関連性が必要であるといえる。 

       したがって、本件資金調達スキームのように、本件各子ＳＰＣ事業年度において、本

件各子ＳＰＣが獲得した当期の利益（＝適用対象金額）がその事業年度中に全てその優

先出資者である本件持株ＳＰＣに配当されている場合、請求権勘案保有株式等は、当該

事業年度中に具体的な請求権の確定した利益の配当に基づき算定すべきである。 

       これを本件についてみると、本件各子ＳＰＣ事業年度中の平成２７年６月３０日に本

件持株ＳＰＣの優先出資証券の償還が行われているから、同事業年度中において、「当

該外国法人が請求権の内容が異なる株式等を発行している場合」に該当するといえる。

同事業年度中に具体的な請求権が確定し、実施された配当は全て優先出資者である本件

持株ＳＰＣに対して支払われ、控訴人に対して支払われていない。したがって、同事業

年度終了の時における本件各子ＳＰＣの発行済株式等のうち控訴人の請求権勘案保有株

式等の占める割合（本件保有株式等割合）は０％となり、課税対象金額は０円と算出さ

れる。」 

  （２）控訴人の当審における追加請求（本件各通知処分の取消請求）及び拡張請求（本件各更正

処分の取消しの拡張請求）について 

    ア 控訴人 

    （ア）追加及び拡張前の請求と争点が同じであるため、請求の追加及び拡張前の主張（引用
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に係る原判決「事実及び理由」第２の４の「争点及び当事者の主張の要旨」（補正後の

もの）における控訴人の主張）と同じである。 

    （イ）以上によれば、控訴人の本件事業年度の法人税に係る所得金額は、被控訴人が主張す

る５０１９億９８３６万９８４９円から本件各子ＳＰＣに係る課税対象金額の益金算入

額８４億８２７９万０１０７円を除外した４９３５億１５５７万９７４２円であり、こ

れを前提とすると、納付すべき法人税額は、６２８億８６２８万７０００円であり、控

訴人の本件事業年度の地方法人税に係る課税標準法人税額は、１１７７億８８７３万３

０００円であり、納付すべき地方法人税額は、３８億２７８３万９６００円である。本

件各更正処分のうち上記額を超える部分及び本件各通知処分はいずれも取り消されるべ

きである。 

    イ 被控訴人 

    （ア）本件各通知処分の取消請求について 

       本件各通知処分の取消しを求める訴えは、訴えの利益を欠く不適法なものであるから、

却下されるべきである。増額更正処分である本件各更正処分の取消請求（拡張後のもの）

において、本件更正の請求に係る税額等を超える部分の取消しを求めることが可能であ

るから、本件各通知処分の取消しを求める利益はない。 

    （イ）本件各更正処分の取消しの拡張請求について 

       追加及び拡張前の請求と争点が同じであるため、請求の追加及び拡張前の主張（引用

に係る原判決「事実及び理由」第２の４の「争点及び当事者の主張の要旨」（補正後の

もの）における被控訴人の主張）と同じである。 

 第３ 当裁判所の判断 

  １ 本件各通知処分の取消しの訴えについて 

    引用に係る原判決「事実及び理由」第２の３の「前提事実」（補正後のもの。以下「前提事

実」という。）（５）の課税の経緯等を踏まえると、増額更正処分である本件各更正処分の取

消請求（拡張後のもの）において、本件各更正の請求に係る税額等を超える部分の取消しを

求めることが可能であるというべきである。そうすると、重ねて本件各通知処分の取消しを

求める利益はなく、それらの取消しを求める訴えは不適法であるから、却下すべきである。 

    以下、その余の請求について判断する。 

  ２ 認定事実 

  （１）前提事実（１）エのとおり、本件各子ＳＰＣは、控訴人に係る特定外国子会社等に該当す

る。 

  （２）本件資金調達スキームの仕組み及び本件各子ＳＰＣ事業年度における配当、本件優先出資

証券の償還等の状況等 

     前提事実（１）ないし（３）、（４）イ及びウ並びに証拠（後掲のもの）及び弁論の全趣旨

によれば、以下の事実が認められる。 

    ア 本件優先出資証券は、いずれも平成２０年１２月２９日に発行されたものであるが、当

時、同年９月頃に生じたいわゆるリーマンショックによる全世界的な株価の下落を背景と

して、控訴人を含む大手邦銀において、自己資本が毀損し、銀行法上求められる自己資本

比率を充足しないおそれが生じていた。このため、控訴人を含む大手邦銀において、平成

２０年の秋頃から平成２１年３月期の年度末にかけて、自己資本の増強を目的として、本
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件資金調達スキームと同種の優先出資証券による資金調達が積極的に行われ、金融庁にも

認められた手法として、金融界の実務に定着してきた（甲１６）。 

    イ 本件資金調達スキームにおける資金の流れは、一定の条件の下で、控訴人が本件劣後ロ

ーンに基づいて本件各子ＳＰＣに利息を支払い、本件各子ＳＰＣが、受領した利息のおお

むね全額を本件優先出資証券の配当として持株ＳＰＣに支払い、その後、持株ＳＰＣが、

受領した配当の全額を持株ＳＰＣ優先出資証券の配当として投資家に支払うというもので

あり、持株ＳＰＣ、本件各子ＳＰＣのいずれのレベルにおいても、各ＳＰＣの運営に必要

な最小限度の費用分を除いて、利益が留保される事態が生じない建付になっており、控訴

人が保有する本件各子ＳＰＣの株式について配当が支払われることは、仕組み上想定され

ていなかった（控訴人は、資本を供給する側ではなく、調達する側であるため、資本供給

の対価たる配当を受けることは想定されていない。）。 

    ウ 本件各子ＳＰＣ事業年度の当期純利益の額（適用対象金額は同額である。）は、Ｆが７

６億４６７３万８１４２円、Ｅが８億３６０５万１９６５円であったが、期中の平成２７

年６月３０日に本件優先出資証券に係る配当として、持株ＳＰＣに対して、Ｆが７６億４

８００万円、Ｅが８億３６５０万円と上記各当期純利益の額を上回る金額を支払うととも

に本件優先出資証券が償還され、同事業年度終了の時（平成２７年１２月３日）において、

本件各子ＳＰＣが発行する株式等は控訴人が保有する普通株式のみとなった。そして、本

件各子ＳＰＣは、それぞれ同年１２月３日に清算する旨の株主総会決議を行い、平成２８

年３月●日に解散した（前提事実（４）イ及びウ）。 

    エ 本件資金調達スキームと同様のスキームで資金調達を行った控訴人以外の大手邦銀にお

いて、優先株式（出資）の償還後において、普通株主（出資者）である大手邦銀側がタッ

クス・ヘイブン対策税制による合算課税を受けた事例があることはうかがえない。 

  ３ タックス・ヘイブン対策税制の趣旨等 

  （１）措置法６６条の６第１項は、内国法人が、法人の所得等に対する租税の負担がないか又は

極端に低い国若しくは地域（タックス・ヘイブン）に子会社を設立して経済活動を行い、当

該子会社に所得を留保することにより、我が国における租税の負担を回避しようとする事例

が生ずるようになったことから、このような事例に対処して税負担の実質的な公平を図るこ

とを目的として、一定の要件を満たす外国子会社を特定外国子会社等と規定し、その課税対

象留保金額を内国法人の所得の計算上益金の額に算入することとしたものである（最高裁平

成●●年（○○）第●●号同１９年９月２８日第二小法廷判決・民集６１巻６号２４８６頁

参照。甲６、１３、乙５、３７）。 

  （２）昭和５３年度の税制改正により導入されたタックス・ヘイブン対策税制につき、導入後間

もない時期に大蔵省（当時）の関係者らによって執筆された文献では、「本税制においては、

軽課税国の子会社等の留保所得のうち株主の持分に応じて計算される課税対象留保金額は

「収益の額とみなして」（株主が内国法人の場合）・・・合算課税されることとされている。

これは、株主たる内国法人・・・に係る課税対象留保金額が、通常であれば当該内国法

人・・・に対する利益の配当又は剰余金の分配として交付されるべき性質のものであり、株

主は子会社等にそうさせるだけの支配力をもっているにもかかわらず、子会社等が配当を全

くあるいはわずかしか行わず、留保所得を蓄積しているところに税の回避を推認し得る、と

いう考え方の表れといえよう。」（乙５・９３頁）、「本税制は、子会社等の法人格を否定する
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ことなく、その留保所得が実質的に帰属する者である我が国株主に課税しようとするもので

あり、そのための課税要件を明確かつ具体的に定めている。別個の法人格を有する外国法人

の所得を株主の所得に算入するような措置は極めて異例なものといえるが、しかし、タック

ス・ヘイブンの利用という事態に対しては課税の実質的公平を確保するために本税制のよう

な所得計算についての本則の特例を設けることにより株主に対する措置を講ずることが妥当

と考えられたのである。」（乙５・９３頁）、「今回の立法は、我が国の企業が、いわゆるタッ

クス・ヘイブンに子会社を設け、その子会社に所得を留保して我が国の課税を回避すること

に対処するものといえる。タックス・ヘイブンに子会社を設けてもその子会社が所得をタッ

クス・ヘイブンに留保しないでこれを株主たる我が国の居住者又は内国法人に配当すれば、

その配当について我が国で課税が行われるので我が国における租税回避は生じないこととな

る。」（乙３７）とされている。 

  （３）ア 引用に係る原判決「事実及び理由」第２の２の「関係法令の定め」（補正後のもの。

以下「関係法令の定め」という。）（１）ア及びオ並びに（３）のとおり、平成１７年税

制改正前においては、措置法上、特定外国子会社等が請求権の内容の異なる複数の種類

の株式を発行している場合であっても、それが請求権のない株式等である場合を除き、

そのような株式等の種類ごとの請求権の内容は、課税対象留保金額の算定において考慮

されないものとされていたのに対し、平成１７年税制改正後においては、課税対象留保

金額の算定において当該特定外国子会社等が発行する株式等の請求権（剰余金の配当等、

財産の分配その他の経済的な利益の給付を請求する権利をいう。）の内容を勘案して政

令で定めるところにより計算することが定められ（措置法６６条の６第１項）、措置法

施行令上、内国法人が直接に有する外国法人の株式等につき、当該外国法人が請求権の

内容が異なる株式等を発行している場合には、当該外国法人の発行済株式等に、内国法

人が当該請求権に基づき受けることができる剰余金の配当等の額がその総額に占める割

合を乗じるなどして請求権勘案保有株式等を計算する旨が定められた（措置法施行令３

９条の１６第２項１号）。 

     イ 上記の平成１７年税制改正の趣旨については、財務省関係者の解説によれば、課税対

象留保金額の計算の適正化の表題の下で「今回の改正では、課税対象留保金額について、

特定外国子会社等が請求権が異なる株式等を発行している場合には、内国法人が特定外

国子会社等から実際に受領できる配当等の金額に相当する金額を基に計算することとさ

れました。」（甲９・３０２頁）とか、子会社の留保所得のうち、内国法人の所得に合算

される金額の計算につき、従来は持株割合に応じて合算していたところ、利益持分割合

に応じて合算する旨を図示し、具体例としては、持株割合は５０％であるが、利益持分

割合を９０％とするような種類の株式を発行する例があり、これに対抗するため、仮に

持株割合より利益持分割合の方が多い場合には、利益持分割合に応じて合算をするとい

うことで、租税回避行為の防止という観点から手当をした（乙６）などと説明されてい

る。 

  （４） タックス・ヘイブン税制は、平成２１年法律第１３号による措置法の改正及び平成２１

年政令第１０８号による措置法施行令の改正（以下、併せて「平成２１年税制改正」とい

う。）により改正されているところ、平成２１年税制改正前は、特定外国子会社等が内国

法人に支払った剰余金の配当等の額は、その内国法人において益金の額に算入されること
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から、二重課税を避けるため、特定外国子会社等の適用対象留保金額の計算上控除されて

いた（平成２１年税制改正前の措置法６６条の６第１項、同措置法施行令３９条の１６第

1 項。乙３８）。 

      ところが、平成２１年税制改正において、外国子会社配当益金不算入制度が導入された

ことに伴い、内国法人が一定の外国子会社から受ける剰余金の配当等は益金不算入となり、

適用対象金額等の計算において配当に対する課税との調整を行う必要がなくなったため、

特定外国子会社等が支払う剰余金の配当等の額は、適用対象金額等の計算上控除しないこ

とになった。このような内容の変更に伴い、定義も「適用対象留保金額」から「適用対象

金額」に変更された（平成２１年税制改正後の措置法６６条の６第１項、２項２号。甲１

１・８８頁以下、甲１４、乙３８）。 

   （５）以上のとおり、タックス・ヘイブン税制は、タックス・ヘイブンに設立した外国子会社

の所得から剰余金の配当等を受け得る支配力を有している内国法人が剰余金の配当等を受

けずに外国子会社に留保所得を蓄積しているところに租税回避があるとみて、留保所得の

うち内国法人の持分に応じて計算される金額を内国法人の所得に合算して課税することと

したものである。別個の法人格を有する外国子会社の所得を内国法人の所得に算入すると

いう極めて異例なものであるが、内国法人が外国子会社の留保所得から剰余金の配当等を

受け得る支配力を有する点（留保所得が実質的に内国法人に帰属するという評価も可能）

がこのような課税の合理性を基礎付け、正当化するものと解される（上記（２））。そして、

平成１７年税制改正は、持株割合によって上記の支配力を把握するだけでは、外国子会社

が剰余金の配当等の経済的な利益の給付を請求する権利の内容が異なる株式等を発行し持

株割合と異なる割合で剰余金等の配当を行う場合には租税回避を十分に阻止できないなど

の問題があったことから、上記の経済的な利益の給付を請求する権利の内容も勘案し、そ

の権利に基づき受けることができる剰余金の配当等の額の割合（以下「利益持分割合」と

いう。）によって上記の支配力を適正に把握できるようにしたものと解される（上記

（３））。 

      なお、平成２１年税制改正により、特定外国子会社等が支払う一定の剰余金の配当等は

適用対象金額の計算上控除しないこととなったが、外国子会社配当益金不算入制度が導入

されたことに伴い、配当に対する課税との調整を行う必要がなくなったことによるもので

あり、上記のタックス・ヘイブン対策税制の制度の基本的な趣旨や合理性、正当性の根拠

について変更をもたらすような改正ではない（上記（４））。 

   ４ 措置法施行令３９条の１６第２項１号の「外国法人が請求権の内容が異なる株式等を発行

している場合」の判断時期 

   （１）措置法施行令３９条の１６第１項は、タックス・ヘイブン対策税制において内国法人の

収益の額とみなされる課税対象金額は、適用対象金額に、当該特定外国子会社等の当該各

事業年度終了の時における発行済株式等のうちに当該各事業年度終了の時における当該内

国法人の有する当該特定外国子会社等の請求権勘案保有株式等の占める割合（請求権勘案

保有株式等割合）を乗じて計算した金額とする旨定めていること（関係法令の定め（１）

エ。このように各事業年度終了時の株式等によって請求権勘案保有株式等割合を計算する

旨は、平成１７年税制改正前から同様に定められている。）に加え、措置法施行令３９条

の２０第１項は、外国法人が外国関係会社に該当するかどうかの判定は、当該外国法人の
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各事業年度終了の時の現況によるものとし、内国法人が法６６条の６第１項各号に掲げる

法人に該当するかどうかの判定は、これらの法人に係る外国関係会社の各事業年度終了の

時の現況によるものと定めていること（関係法令の定め（１）イ。このように上記各判定

は各事業年度終了時の現況による旨は、平成１７年税制改正前から同様に定められてい

る。）を併せ考慮すると、措置法施行令３９条の１６第２項１号（平成２１年税制改正前

措置法施行令３９条の１６第３項１号）が剰余金の配当等の割合から請求権勘案保有株式

等を計算すべき場合として定める「外国法人が請求権の内容が異なる株式等を発行してい

る場合」に該当するか否かの判定は、特定外国子会社等の事業年度終了の時の状況による

と解するのが同規定の文理解釈として自然である。 

      そして、平成１７年税制改正は、外国子会社の留保所得（すなわち、ある時点で剰余金

の配当等がされずに外国子会社に蓄積されている所得）に対する支配力を、剰余金の配当

等の割合（利益持分割合）によって把握しようとしたものであるところ（前記３（５））、

剰余金の配当等を受け得る支配力を判断する時点を外国子会社の事業年度終了の時と設定

するのであれば、同じ時を基準として「外国法人が請求権の内容が異なる株式等を発行し

ている場合」には利益持分割合で、そうでない場合には持株割合で支配力を判断するのが

合理的である。 

      そうすると、上記文理解釈の結果は、利益持分割合によって請求権勘案保有株式等を定

めるべき場合があることを新たに定めた平成１７年税制改正の制度趣旨にも合致するもの

ということができる。 

   （２）これに対し、控訴人は、措置法施行令３９条の１６第２項１号括弧書の「当該外国法人

が請求権の内容が異なる株式等を発行している場合」とは、事業年度終了の時に限定せず、

事業年度のいずれかの時点でそうであれば足りると解釈した上、事業年度全体の剰余金の

配当等の額の割合によって請求権勘案保有株式等を計算すべきであると主張する（事業年

度終了の時に請求権の内容が異なる株式等が発行されていた本件各子ＳＰＣ事業年度の前

年度については、事業年度全体の剰余金の配当等の額の割合によって請求権勘案保有株式

等を計算するという計算方法が麹町税務署長によって問題とされたことはなかったが（前

提事実（４）ア）、控訴人は、このような計算方法を事業年度のいずれかの時点で請求権

の内容が異なる株式等が発行されていた本件各子ＳＰＣ事業年度にも用いることができる

旨主張している。）。なるほど、このような解釈によれば、本件各子ＳＰＣの本件各子ＳＰ

Ｃ事業年度の当期純利益（適用対象金額）に対する控訴人の支配力（利益持分割合）に即

した課税対象金額を算定できることになる。 

      しかしながら、①上記（１）のとおり、条文の文理解釈のみならず、利益持分割合によ

って請求権勘案保有株式等を定めるべき場合があることを新たに定めた平成１７年税制改

正の制度趣旨に照らしても、「外国法人が請求権の内容が異なる株式等を発行している場

合」とは、特定外国子会社等の事業年度終了時の状況のことを指すと解されること、②控

訴人が主張する上記解釈を措置法施行令３９条の１６第２項１号の一般的な解釈として採

用した場合、例えば、事業年度の途中まで優先出資証券と普通株式が発行されていた外国

子会社について、その両者を有していた内国法人Ａと普通株式のみを有していた内国法人

Ｂがおり、その優先出資証券に基づいて期中に内国法人Ａに優先的に多額の配当がされた

後に優先出資証券が償還され、事業年度終了の時には、内国法人Ａと内国法人Ｂが普通株
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式のみを保有していたという事例において、内国法人Ａは期末の持株割合ではなく、これ

より多い事業年度全体を通じた剰余金の配当等の額の割合による合算課税を受けることに

なるが、、このような結論については、納税者の経済生活における法的安定性や予測可能

性を害するおそれがあり、租税法律主義の観点から問題があることからすれば、控訴人が

主張する上記解釈を措置法施行令３９条の１６第２項１号の一般的な解釈として採用する

ことはできず、同号の解釈は、上記（１）の文理解釈によるほかないというべきである。 

   ５ 措置法施行令３９条の１６第 1 項、２項の規定の適用の是非 

   （１）措置法施行令３９条の１６第２項１号所定の「外国法人が請求権の内容が異なる株式等

を発行している場合」に該当するかどうかの判定は、特定外国子会社等の事業年度終了の

時の状況によるとの解釈（前記４(１)）によれば、本件各子ＳＰＣ事業年度の終了時にお

いてＦが発行していた株式は、控訴人が保有する普通株式６４１０万株のみであったから、

Ｆの請求権勘案保有株式等割合は１００％となり、Ｅについても同時点において発行して

いた株式は、控訴人が保有する普通株式１２１０万株のみであったから、Ｅの請求権勘案

保有株式等割合も１００％となる。麹町税務署長は、これを前提に、措置法施行令３９条

の１６第１項、２項の規定を形式的に適用して、本件各子ＳＰＣの適用対象金額の全額が

課税対象金額として控訴人の本件事業年度の所得の金額の計算上益金に算入されることな

どを理由として、本件各処分を行ったものである。 

   （２）しかしながら、前記２で認定したとおり、本件資金調達スキームが利用された経緯、目

的、仕組みからして、控訴人が本件各子ＳＰＣの当期純利益から剰余金の配当等を受け得

ること、言い換えれば、その当期純利益に対して支配力を有すると評価されるような処理

はもともと想定されておらず、現に本件各子ＳＰＣ事業年度においても、上記の仕組みに

従って、本件各子ＳＰＣの当期純利益を上回る金額が期中に持株ＳＰＣに配当されており、

事業年度全体を通じてみても、また、期末時点についてみても、控訴人が上記当期純利益

（適用対象金額は同額である。）に対して支配力を有していたとは認められない。そうす

ると、本件資金調達スキームにおける本件各子ＳＰＣ事業年度の処理において、内国法人

（控訴人）が外国子会社（本件各子ＳＰＣ）の利益から剰余金の配当等を受け得る支配力

を有するというタックス・ヘイブン対策税制の合算課税の合理性を基礎付け、正当化する

事情は見いだせないし、また、上記処理に租税回避の目的があることも、客観的に租税回

避の事態が生じていると評価すべき事情も認められない。それにもかかわらず、麹町税務

署長は、前記４（１）の解釈を前提として措置法施行令３９条の１６第１項、２項の規定

を形式的に適用し、本件各子ＳＰＣ事業年度終了の時には控訴人が本件各子ＳＰＣの全株

式を保有していたことから、持株割合による請求権勘案保有株式等割合が１００％であっ

たとして、控訴人が支配力を有していなかった本件各子ＳＰＣの同事業年度の当期純利益

から算出された適用対象金額（当期純利益と同額）の全額を本件各子ＳＰＣとは別法人で

ある控訴人の所得に合算したものであって、このような扱いは、措置法６６条の６の趣旨

ないしタックス・ヘイブン対策税制の基本的な制度趣旨や理念に反するものであり、正当

化できないというほかない。 

      そして、前記２の事実関係によれば、本件各子ＳＰＣ事業年度の本件各子ＳＰＣの適用

対象金額（当期純利益）に対する控訴人の支配力は存在しないから、その適用対象金額の

うちに、控訴人の有する株式等の数に対応するものとして剰余金の配当等の経済的な利益
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の給付を請求する権利の内容を勘案して控訴人の益金に算入するのが相当な金額（課税対

象金額）は存在しないと解するのが、タックス・ヘイブン対策税制の基本的な制度及び理

念、そして、これを踏まえた措置法６６条の６の趣旨に照らして相当であり、これに反す

る限度で措置法施行令３９条の１６第１項、２項を本件に適用することはできないという

べきである。 

      なお、上記判断は、本件の具体的事案において、措置法６６条の６の趣旨等に照らし、

措置法施行令３９条の１６第１項、２項２号が定める課税対象金額の計算に関する部分を

文理解釈どおりに形式的に適用することはできないとするにとどまるものであり、措置法

６６条の６第１項の適用要件及び同条３項の適用除外要件に租税回避の目的や実態の有無

という新たな要件を付加するものではない。 

  ６ 以上によれば、控訴人の本件事業年度の法人税に係る所得金額は、被控訴人が主張する５０

１９億９８３６万９８４９円から本件各子ＳＰＣに係る課税対象金額の益金算入額８４億８

２７９万０１０７円を除外した４９３５億１５５７万９７４２円であり、これを前提とする

と、納付すべき法人税額は、６２８億８６２８万７０００円であり、控訴人の本件事業年度

の地方法人税に係る課税標準法人税額は、１１７７億８８７３万３０００円であり、納付す

べき地方法人税額は、３８億２７８３万９６００円である（弁論の全趣旨）。そうすると、本

件各更正処分のうち上記額を超える部分及び本件各賦課決定処分はいずれも違法である。 

 第４ よって、控訴人の請求中、本件各更正処分の取消請求（拡張後のもの）及び本件各賦課決定

処分の取消請求については、いずれも理由があるから認容すべきであるところ、これら（た

だし、本件各更正処分については当審における拡張前の請求）を棄却した原判決は失当であ

り、本件控訴は理由があるから、原判決を取り消した上、控訴人の上記各請求をいずれも認

容することとし、本件各通知処分の取消しを求める部分は、不適法であるから却下すること

として、主文のとおり判決する。 
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